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間もなく終了する小泉政権の評価ともからん

で、日本国内における格差論議がにぎやか

に行われている。確かに、ジニ係数といった統計

や、若者を中心とする雇用・所得の実態を見れ

ば、バブル崩壊から今日までの間に、格差拡大と

いう現象が認められるのは否定できない。しか

し、格差をめぐる議論の中であまり取り上げられ

ず、見落とされているのではないかと思われる重

要な事実がある。

それは、格差拡大の背景となる経済環境の認識

である。現在の景気拡大局面は2002年1月に始ま

り、今年11月にはいざなぎ景気の57カ月（1965

年10月～70年7月）を更新するのではないかと言

われている。しかし、いざなぎ期間中のGDP拡大

幅は実質で70％、名目で123％という、今から見

れば信じられないほどの高成長を示したのであ

る。（今次回復期現在までの拡大幅は、実質で

10％、名目で4％程度）

いざなぎ景気を頂点とする戦後の高度成長は、

全体の所得水準の大幅な上昇の中で格差あるいは

格差感の縮小を推進し、その結果国民の90％が中

流を自認するという、世界でも稀有な社会を作り

上げたのである。全体のパイの伸びが小さくなれ

ば、その配分にシビアさが増すのは避けられない

ことであり、この前提条件を無視した格差批判は

公正な議論とは言い難い。格差問題を先鋭化させ

ないための最大の条件は、いかにパイの拡大を維

持するかということであり、諸々の「改革」はそ

れに資するべきものである。日本の人口減少が不

可避という中で、このことの重要性を改めて認識

しなければならない。

同時に、格差の無自覚な放置は、社会の負のエ

ネルギーを増大させる。それが限界を超えれば、

社会を崩壊させるということも、歴史の教える事

実である。いわゆる敗者・弱者が希望を失うこと

のない社会システムの構築と、その中核たる企業

の社会的責任の自覚が強く求められると言わなけ

ればならない。
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